
議第１５号 

 

   高山市介護保険条例の一部を改正する条例について 

 

 高山市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

 

  平成３０年２月２７日提出 

 

高山市長  國 島  芳 明    

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 介護保険料の改定等を行うため改正しようとする。 

 

 

 

ただいま 議題となりました「議第９５号 高山市職員の退職手当に関する条例等

の一部を改正する条例について」 ご説明申し上げます。 

 

議案綴りの２７ページをご覧ください。 

 

 

 提案理由としましては、 

国家公務員の在職期間中における不祥事が退職後に発覚したことを契機に、 

退職手当制度の一層の適正化を図り、公務に対する信頼確保に資するため、 

退職後に懲戒免職等処分を受けるべき行為をしたと認められるに至った者の 

退職手当の「全部」又は「一部」を返納させることができることとするなど、 

退職手当に係る 支給制限 および 返納制度 の見直しを行うため、 

国家公務員退職手当法の一部を改正する法律が平成２０年１２月２６日に公布され

、平成２１年４月１日から施行されたところであり、 

国家公務員退職手当法の改正等に伴い 改正しようとするもの でございます。 

 

 

 

 

２８ページをご覧ください。 

 

防衛省 守屋元事務次官 

利益関係者（「山田洋行」の宮崎元専務）
との在職中の約２００回にもおよぶゴル
フ接待など 



   高山市介護保険条例の一部を改正する条例 

 高山市介護保険条例（平成１６年高山市条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（保険料率） （保険料率） 

第３条 平成２７年度から平成２９年度までの

各年度における保険料率は、次の各号に掲げ

る第１号被保険者の区分に応じそれぞれ当該

各号に定める額とする。 

第３条 平成３０年度から平成３２年度までの

各年度における保険料率は、次の各号に掲げ

る第１号被保険者の区分に応じそれぞれ当該

各号に定める額とする。 

⑴ 介護保険法施行令（平成１０年政令第４

１２号。以下「令」という。）第３９条第

１項第１号に掲げる者 ３２，７６０円 

⑴ 介護保険法施行令（平成１０年政令第４

１２号。以下「令」という。）第３９条第

１項第１号に掲げる者 ３３，１２０円 

⑵ 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ４

５，８４０円 

⑵ 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ４

６，３２０円 

⑶ 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ４

９，０８０円 

⑶ 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ４

９，６８０円 

⑷ 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ５

８，９２０円 

⑷ 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ５

９，６４０円 

⑸ 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ６

５，４００円 

⑸ 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ６

６，２４０円 

⑹ 次のいずれかに該当する者 ７５，２４

０円 

⑹ 次のいずれかに該当する者 ７６，２０

０円 

ア・イ （略） ア・イ （略） 

⑺ 次のいずれかに該当する者 ８８，３２

０円 

⑺ 次のいずれかに該当する者 ８９，４０

０円 

ア・イ （略） ア・イ （略） 

⑻ 次のいずれかに該当する者 ９１，５６

０円 

⑻ 次のいずれかに該当する者 ９２，７６

０円 

ア・イ （略） ア・イ （略） 

⑼ 次のいずれかに該当する者 １１７，７

２０円 

⑼ 次のいずれかに該当する者 １１９，２

８０円 

ア・イ （略） ア・イ （略） 

⑽ 次のいずれかに該当する者 １２４，３

２０円 

⑽ 次のいずれかに該当する者 １２５，８

８０円 



ア・イ （略） ア・イ （略） 

⑾ 次のいずれかに該当する者 １３０，８

００円 

⑾ 次のいずれかに該当する者 １３２，４

８０円 

ア・イ （略） ア・イ （略） 

⑿ 次のいずれかに該当する者 １３７，４

００円 

⑿ 次のいずれかに該当する者 １３９，０

８０円 

ア・イ （略） ア・イ （略） 

⒀ 前各号のいずれにも該当しない者 １５

０，４８０円 

⒀ 前各号のいずれにも該当しない者 １５

２，４００円 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者につい

ての保険料の減額賦課に係る平成２７年度及

び平成２８年度の各年度における保険料率は

、同号の規定にかかわらず、２９，５２０円

とする。 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者につい

ての保険料の減額賦課に係る平成３０年度か

ら平成３２年度までの各年度における保険料

率は、同号の規定にかかわらず、２９，８８

０円とする。 

  

第１７条 市長は、第１号被保険者本人並びに

当該者の属する世帯の世帯主その他その世帯

に属する者又はこれらであった者が正当な理

由なしに、法第２０２条第１項の規定により

文書その他の物件の提出若しくは提示を命ぜ

られてこれに従わず、又は同項の規定による

当該職員の質問に対して答弁せず、若しくは

虚偽の答弁をしたときは、１０万円以下の過

料を科する。 

第１７条 市長は、被保険者、被保険者の配偶

者若しくは被保険者の属する世帯の世帯主そ

の他その世帯に属する者又はこれらであった

者が正当な理由なしに、法第２０２条第１項

の規定により文書その他の物件の提出若しく

は提示を命ぜられてこれに従わず、又は同項

の規定による当該職員の質問に対して答弁せ

ず、若しくは虚偽の答弁をしたときは、１０

万円以下の過料を科する。 

   附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 


